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8はじめに―問題
本研究の目的は，教員養成カリキュラムにおいて中心的な役割を担う教育実習において，教育実
習校が判定する評価・評定と学生が教員免許取得に向けて学んだ大学（短大）での学業成績 Grade 
Point Average（以下 GPA）との関係を調査研究し，そのことから，今後，教職学生の力量形成
に向けて，大学授業の受講の在り方やカリキュラム編成の基礎資料に資することにある。
教員を養成する大学については，質の向上を図ることが課せられているが，すでに 1997 年教育
職員養成審議会（以下教養審）答申では，教職課程の役割を，「教科指導，生徒指導などに関する『最
小限必要な資質能力』（採用当初から学級や教科を担任しつつ，教科指導，生徒指導などの職務を
著しい支障が生じることなく実践できる資質能力）を身につけさせる過程」と定義し，「教員の資
質能力」の意味内容を「専門的職業である教職に対する愛着，誇り，一体感に支えられた知識，技
能等の総体」としている（答申名：新たな時代に向けた教員養成の改善方策について）。
また，2005 年中央教育審議会答申「新しい時代の義務教育を創造する」では質向上の基本的方
策が提言されている。大学の養成段階は，教師としての最小限必要な資質能力を身につけさせる段
階であり，学校の実態やニーズを踏まえた資質能力の育成も含め，カリキュラム編成や成績評価の
改善・充実を図るべきだと指摘し，教育再生実行会議第 7 次提言（2014）においては，教師の育
成指標に基づいて，教職課程の適切な質保証の仕組みを構築するよう提言している。
しかし一方で，藤中・中山（2004）によると，教育実習と教員養成課程をもつ大学での普段の
授業との関連について，学生が，「教職・教科教育・教科専門の授業で学んだことを教育実習でた
いして活かすことができない」と思っていると調査報告がある。また，教職課程履修学生は多様化
し，学力，能力，意欲など様々な面で個人差があり，たとえば，一般的な学力や教科の能力が不足
している者，教職への意欲が乏しく資格を取ることだけを目指している者，コミュニケーション力
が不足している者，社会的な常識が不足している者など，教職に就く意欲が 2 極化する傾向にある
ことが報告されている。そのため，大学によっては，教育実習に送り出すために対策を講じる必要
があり，正規授業のみならず，多様化する学生の質向上に向けて，教育実習条件として，GPA や
TOEIC，英検，漢検，数学検定，ニュース検定，歴史検定，大学独自の「一般教養試験」「プレイ
スメントテスト」を実施している。（川島 2014）
教育実習の評価や成績に関する先行研究は多い。野中・Avril（2005）によると，教育実習の評
価に関する事例研究として，教育実習の評価は，教育実践力量の評価規準に基づき，学校の教育実
習担当者と大学の指導教官の共同によって綿密に行われるとある。また，矢嶋（2012），宮下（2015）
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9によると，東京都教育委員会が「小学校教諭教職課程カリキュラム」の中で教育実習における「教
育実習評価票（例）」（東京都教育委員会，2010）を示していることを受け，各大学との教育実習
成績評価票を比較し，その共通点や相違点を明らかにしている。
教育実習校における評価は，送りだす学生の出来具合が教職課程を有する大学の学生評価や大学
の教育評価につながっているともいえる。
しかしながら，教育実習に際し，多くの学生が，不安感を抱き，十分な能力が発揮できない実態
もある。教壇実習を伴う経験は初めてのことで不安は当然であるが，前原・平田・小林（2007）
によると，実習不安の低いものほど教師効力感が高いことや，実習に対して興味・関心を抱き，実
習が職業のスキルアップに役立つものであると期待する度合いも強いという報告もあり，不安を少
なくすることは教育実習への実習生の取り組みや成果を効果的に実施させるに必要なことであると
考える。また，仲矢・三島・高旗・稲田・後藤（2015）によると，不安が高い項目は，「授業に必
要な知識習得」とあり，詳細には，「手際よく授業を行うこと」「子どもの反応の事前予測や臨機応
変な対応」「授業に必要な教科の指導法に関する知識」「子どもが自分の授業を理解してくれるか」
と結果報告がある。
教員を養成する大学にとって，あくまでも教員養成カリキュラムを通して，時代のニーズに通用
する教員をつくりだそうとシラバス等を工夫していることは大前提であり，教育実習の場で最大限
効果的に学生が実習を行い，教育実践的な力量を身につけることを想定している。そのため，GPA
と教育実習評価の関係を調査研究することで，教職学生の力量形成に向けて，大学授業の受講の在
り方やカリキュラム編成の基礎資料に資するとともに，教育実習生に求められる力を実習校と大学
が互いに効果的に開発活用する試みにしたいと考える。
方法
1）調査対象者
2009 年～ 2012 年に比治山大学に入学した教職志望学生で，在学中に小学校・中学校での教育
実習を実施したすべての者と，2011 年～ 2014 年に比治山大学短期大学部に入学した教職志望学
生で，在学中に中学校での教育実習を実施したすべての者を対象としている。
それぞれ過去 4 年間のデータである。大学生は 188 名。（子ども発達教育学科 160 名，言語文化
学科 28 名）短期大学部生は 65 名。（美術 51 名，家庭科 14 名）
2）調査項目
対象者に対し，まず，学科別の教育実習評価の平均値をもとめた。次に，教育実習総合評価（評
価者は実習校）結果を基に，教育実習総合評価Ａ群，教育実習総合評価Ｂ群，教育実習総合評価Ｃ・
Ｄ群に分類し，在学時学業成績（GPA）と教育実習評価＝総合評価値と 7 つの下位項目評価値の 2
種類について比較，分析した。
1．在学時学業成績
学生の成績評価値である GPA を使用した。
本学 GPA の最大値は 4.0，不合格科目は 0.0 で，評点は 100 点～ 90 点（秀）をグレードポイン
ト 4.0，89 ～ 80 点（優）を 3.0，79 ～ 70 点（良）2.0，69 ～ 60 点（可）を 1.0 としている。
GPA=
4.0 ×秀取得単位数＋ 3.0 ×優取得単位数＋ 2.0 ×良取得単位数＋ 1.0 ×可取得単位数
総履修登録単位数（GPA 対象科目）
教職学生在学中の履修科目（表 1）と GPA の整理は次の 5 種類とした。即ち①在学中の履修科
目すべての累積 GPA（以下，全科目累積 GPA とする）②共通教育科目（必修のみ）GPA（以下，
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共通教育科目 GPA とする）③教科に関する科目（必修のみ）GPA（以下，教科科目 GPA とする）
④教職に関する科目の教科教育法 GPA（以下，教科教育法 GPA とする）⑤教職に関する科目（教
科教育法以外）GPA（以下，教職科目 GPA とする）である。個人の GPA に基づき，学科毎独立に，
また 5 種類の GPA 独立に平均値と標準偏差を整理し，表 2 に示した。
表 1　教職学生の履修科目（必修のみ）一覧
授業科目区分 授業科目名 授業科目区分 授業科目名
共通教育科目
日本国憲法
教科に関
する科目
中・国
日本語概論Ⅰ
スポーツＡ 日本語表現法Ⅲ
ウエルネス論 日本語表現演習
英語リテラシー 日本文学の歴史Ⅰ
コンピュータリテラシー 日本文学の歴史Ⅱ
法と日本（日本国憲法） 日本文学・文化演習
情報処理リテラシー 漢文学Ⅰ
文書デザイン演習 書道Ⅰ
教職に関
する科目
教科教育
法
中・国
国語科教育法Ⅰ 書道Ⅱ
国語科教育法Ⅱ
中・英
英米語学概論
国語科教育法Ⅲ 英文学概論
中・英
英語科教育法Ⅰ 米文学概論
英語科教育法Ⅱ 英語表現法
英語科教育法Ⅲ Reading & Vocabulary
小学校・
（家庭科
教育法の
み中・家
含む）
国語科教育法 比較文化・文学
社会科教育法
小学校
国語Ⅰ
算数科教育法 社会Ⅰ
理科教育法 算数Ⅰ
生活科教育法 理科Ⅰ
音楽科教育法
中・家
生活経営学
図画工作科教育法 生活経済学
家庭科教育法 人間関係論（含家族関係）
体育科教育法 衣生活論
中・美 美術科教育法 ファッション造形実習Ⅰ
教科教育法以外
教職入門 ファッション造形実習Ⅱ
教育基礎論 被服整理学
教育心理学 食生活論
教育の制度と経営 栄養学
教育課程総論（特別活動を含む） 食物科学
道徳教育の研究食 生活実習Ⅰ
教育の方法と技術食 生活実習Ⅱ
メディア活用教育演習 住生活論
生徒・進路指導論 インテリアデザイン実習
教育相談（カウンセリングを含む。） 保育学
子どもの発達と教育相談 保育学実習
総合演習
中・美
絵画
教育実習指導 立体
教育実習Ⅰ 立体オブジェ
教育実習Ⅱ デザイン
教職実践演習（中・高） 工芸
教育実習Ⅰ（小学校） 美術史Ⅰ
教育実習Ⅱ（小学校） 美術史Ⅱ
教育実習Ⅲ（幼稚園） 美術史Ⅲ
教育実習Ⅳ（幼稚園）
教職実践演習
保育・教職実践演習（幼・小）
教職実践演習（中学校）
表 2　学科別にみた 5種類の GPA平均値と標準偏差値
学科
全体
GPA 言語文化学科 子ども発達教育学科 短期大学部
全科目累積 GPA 2.93 (0.42) 2.68 (0.49) 2.81 (0.42) 2.74 (0.47)
共通教育科目 GPA 2.63 (0.57) 2.37 (0.54) 2.51 (0.58) 2.43 (0.56)
教科科目 GPA 2.95 (0.53) 2.74 (0.56) 2.99 (0.40) 2.83 (0.53)
教科教育法 GPA 2.54 (0.51) 2.64 (0.56) 3.06 (0.88) 2.74 (0.68)
教職科目 GPA 2.82 (0.42) 2.70 (0.45) 2.74 (0.58) 2.72 (0.48)
(　)内の数字はSD を示す
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2．教育実習総合評価（評価者は実習校）
教育実習を終了後，実習校が各学生の評価として，本学作成の「平成○年度教育実習報告書」が
大学に送られる（表 3）。この中の総合評価欄に記載されている，Ａ（実習生として特に秀でている）・
Ｂ（実習生として優れていた）・Ｃ（実習生として充分に努力した）・Ｄ（いま少し積極的な実習へ
の取り組みが望まれる）・Ｅ（実習の効果が全く見られない）の総合評価のうち，Ｅは過去 4 年間
に評価としての実績がないため，Ｅを除くＡ～Ｄまでを対象とした。
また，教育実習評価のうち，1 ～ 7 の 7 つの下位項目についても分析対象とした。7 項目は，そ
れぞれ，ａ（優れている）・ｂ（普通）・ｃ（不十分である）という評価になっている。
表 3　教育実習報告書（比治山大学・比治山大学短期大学部）
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3）分析項目
1．教育実習評価の学科別平均値
参加者ごとに 7 つの教育実習評価下位項目を対象に，a 評価を得た人は 3 点，b 評価を得た人
は 2 点，c 評価を得た人は 1 点として数量化した。また，教育実習総合評価も同様に，A 評価を
得た人は 3 点，B 評価を得た人は 2 点，C 及び D 評価を得た人は 1 点として数量化した。
2．学科別・教育実習得点群別・5 種類の GPA 項目別にみた GPA 得点の差異
5 種類の GPA について，学科別の教育実習総合評価群間の差をみた。
3．学科別にみた 5 種類の GPA 相互の関係
5 種類の GPA 同士に相関があるか，学科別にみた。
4．学科別・教育実習評価 7 項目別・5 種類の GPA 項目別にみた GPA 得点の差異と関係
5 種類の GPA について，教育実習評価 7 項目それぞれの，ａ群・ｂ群・ｃ群間の差をみた。また，
5 種類の GPA と教育実習評価項目には関係があるか，学科別にみた。
結果
1．教育実習評価の学科別平均値
教育実習評価について，7 つの下位項目評価及び総合評価を学科別・全体で平均値を出し，評価
の低い項目と高い項目を調べた。その結果は図 1 に示しているが，全学科とも，最も低いのは「5
授業展開」で，平均値は 2.30（SD : 0.53）であった。続いて，「4 教材研究」は平均値が 2.46（SD : 
0.57），「7 事務・実務能力」は，平均値が 2.51（SD : 0.51）であった。また，最も高いのは，「3
他者の理解と自己の変革」で平均値は 2.69（SD：0.49），続いて「1 教職に対する自覚」は平均
値が 2.65（SD :0.53）であった。
図 1　教育実習評価の学科別平均値
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2．学科別・教育実習得点群別・5 種類の GPA 項目別にみた GPA 得点の差異
5 種類の GPA 項目別に調査参加者のそれぞれの得点に基づき，学科別独立，教育実習得点高群（以
下（A 群）・教育実習得点中群（B 群）・教育実習得点低群（CD 群）独立に平均得点と標準偏差値
を算出し，表 4 に示した。
表 4　学科別・教育実習得点群別にした 5種類の GPA得点
学科
教育実習
総合評価
サンプル
GPA
全科目累積 GPA 共通教育科目 GPA 教科科目 GPA 教科教育法 GPA 教職科目 GPA
??????
N 4 4 4 4 4
A M 3.05 2.90 2.90 2.67 2.77
SD (0.47) (0.68) (0.95) (0.47) (0.62)
N 11 11 11 11 11
B M 2.92 2.53 3.02 2.64 2.87
SD (0.42) (0.60) (0.49) (0.69) (0.43)
N 13 13 13 13 13
CD M 2.90 2.62 2.90 2.41 2.78
SD (0.42) (0.53) (0.44) (0.31) (0.37)
?????????
N 37 36 37 37 37
A M 2.87 2.59 2.88 2.92 2.90
SD (0.48) (0.55) (0.52) (0.53) (0.41)
N 88 86 88 88 88
B M 2.62 2.26 2.71 2.59 2.64
SD (0.50) (0.52) (0.58) (0.55) (0.44)
N 35 34 35 35 35
CD M 2.63 2.41 2.66 2.49 2.60
SD (0.44) (0.54) (0.53) (0.51) (0.49)
?????
N 7 7 7 7 7
A M 3.25 3.14 3.19 3.43 3.38
SD (0.54) (0.64) (0.46) (0.79) (0.47)
N 34 34 34 34 34
B M 2.77 2.47 2.99 3.06 2.73
SD (0.42) (0.57) (0.44) (0.89) (0.55)
N 24 24 24 24 24
CD M 2.73 2.37 2.94 2.96 2.56
SD (0.29) (0.47) (0.32) (0.91) (0.53)
3 学科別独立，5 種類の GPA 得点独立に，教育実習総合評価 A 群・B 群・CD 群の間に差がみら
れるか表 4 に基づき，SPSS（version22）により教育実習総合評価 A 群・B 群・CD 群について，
一元配置の分散分析を行った。
Ⅰ言語文化学科（日本語文化コース・国際コミュニケーションコース）：5 種類の GPA 項目別独
立に教育実習総合評価 A 群・B 群・CD 群について一元配置の分散分析を行った。全て，統計的に
有意な差はなかった。
Ⅱ子ども発達教育学科：5 種類の GPA 項目別独立に教育実習総合評価 A 群・B 群・CD 群につ
いて一元配置の分散分析を行った。
共通教育科目（Ｆ（2，153）＝ 5.06，p ＜ .01），教科教育法（Ｆ（2，157）＝ 6.81，p ＜ .01），
教職科目（Ｆ（2，157）＝ 5.479，p ＜ .01），全科目累積（Ｆ（2，157）＝ 3.64，p ＜ .05）で
は教育実習総合評価 A 群・B 群・CD 群の主効果がみられた。Tukey HSD を用いた多重比較によ
ると，共通教育科目では A 群は B 群より高かった（p ＜ .05）。教科教育法では A 群は B 群及び
CD 群より高かった（p ＜ .01）。教職科目では A 群は B 群及び CD 群より高かった（p ＜ .05）。
全科目累積では A 群は B 群より高かった（p ＜ .01）。
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Ⅲ短期大学部（美術・家庭科）：5 種類の GPA 項目別独立に教育実習総合評価 A 群・B 群・CD
群について一元配置の分散分析を行った。
共通教育科目（Ｆ（2，62）＝ 5.599，p ＜ .01），教職科目（Ｆ（2，62）＝ 6.291，p ＜ .01），
全科目累積（Ｆ（2，62）＝ 5.164，p ＜ .01）では教育実習総合評価Ａ群・Ｂ群・ＣＤ群の主効
果がみられた。Tukey HSD を用いた多重比較によれば，共通教育科目では A 群は B 群及び CD
群より高かった（p ＜ .05）。教職科目では A 群は B 群及び CD 群より高かった（p ＜ .05）。全科
目累積では A 群は B 群及び CD 群より高かった（p ＜ .05）。
3．学科別 5 種類の GPA 相互の関係
全科目累積 GPA・共通教育科目 GPA・教科科目 GPA・教科教育法 GPA・教職科目 GPA 間のピ
アソンの積率相関係数を算出し，言語文化学科の結果は表 5，子ども発達教育学科の結果は表 6，
短期大学部の結果は表 7 に示した。
この表 5 から，言語文化学科においては，全科目累積 GPA 得点と共通教育科目・教科科目・教
職科目・全科目累積との間に高い正の相関がみられた。また，共通教育科目 GPA 得点と教科科目・
教職科目との間，教科科目 GPA 得点と教科科目との間に正の相関がみられた。しかし教科教育法
GPA 得点は，共通教育科目・教科科目・教職科目・全科目累積のどの GPA とも有意な正の相関係
数はみられなかった。
表 5　言語文化学科の GPA相関係数
GPA
GPA
全科目累積 GPA 共通教育科目 GPA 教科科目 GPA 教科教育法 GPA 教職科目 GPA
全 科 目 累 積 GPA ―
共通教育科目 GPA .808** ―
教 科 科 目 GPA .805** .572** ―
教 科 教 育 法 GPA .283 .206 .017 ―
教 職 科 目 GPA .731** .536** .535** .251 ―
**p ＜ .01
子ども発達教育学科においては，表 6 のようにすべての GPA 得点（共通教育科目・教科科目・
教科教育法・教職科目・全科目累積）の間に正の相関関係があった。そのうち，全科目累積 GPA
得点と教科教育法・教職科目との間，教科教育法 GPA 得点と教職科目の間には高い正の相関がみ
られた。
表 6　子ども発達教育学科の GPA相関係数
GPA
GPA
全科目累積 GPA 共通教育科目 GPA 教科科目 GPA 教科教育法 GPA 教職科目 GPA
全 科 目 累 積 GPA ―
共通教育科目 GPA .670** ―
教 科 科 目 GPA .651** .481** ―
教 科 教 育 法 GPA .900** .622** .626** ―
教 職 科 目 GPA .905** .601** .561** .814** ―
**p ＜ .01
短期大学部においては表 7 の通り，全科目累積 GPA 得点と共通教育科目・教科科目・教職科目
との間に高い正の相関がみられた。また，共通教育科目 GPA 得点と教科科目・教職科目との間，
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教科科目 GPA 得点と教職科目との間に正の相関がみられた。教科教育法 GPA 得点と全科目累積と
の間には低い正の相関がみられたが，教科教育法 GPA 得点と共通教育科目・教科科目・教職科目
との間には有意な相関係数がみられなかった。
表 7　短期大学部の GPA相関係数
GPA
GPA
全科目累積 GPA 共通教育科目 GPA 教科科目 GPA 教科教育法 GPA 教職科目 GPA
全 科 目 累 積 GPA ―
共通教育科目 GPA .815** ―
教 科 科 目 GPA .725** .594** ―
教 科 教 育 法 GPA .337** .098 .136 ―
教 職 科 目 GPA .803** .678** .512** .204 ―
**p ＜ .01
4．学科別・教育実習評価 7 項目別・5 種類の GPA 項目別にみた GPA 得点の差異と関係
3 学科独立，5 種類の GPA 得点独立に，教育実習評価 7 項目それぞれのａ群・ｂ群・ｃ群につい
て一元配置の分散分析を行った。
Ⅰ言語文化学科：5 種類の GPA 得点独立に，教育実習評価 7 項目それぞれのａ群・ｂ群・ｃ群
について一元配置の分散分析を行った。
全て，統計的に有意な差はなかったが，全科目累積 GPA では教育実習 7 項目のうち，｢4 教材研究」
a,b,c 群に有意差の傾向がみられた（Ｆ（2，25）＝ 3.121，p ＜ .10）。Tukey HSD を用いた多
重比較によれば，「4 教材研究」評価の a 群は c 群より全科目累積 GPA が高かった（p ＜ .05）。
Ⅱ子ども発達教育学科：5 種類の GPA 得点独立に，教育実習評価 7 項目それぞれの a 群・b 群・
c 群について一元配置の分散分析を行った。
教科教育法 GPA では教育実習 7 項目のうち｢4 教材研究」a,b,c 群（Ｆ（2，157）＝ 3.046，p ＜ .05）
と，｢5 授業展開｣ a,b,c 群（Ｆ（2，157）＝ 4.604，p ＜ .05）で主効果がみられた。また教職科
目 GPA では ｢7 事務・実務能力」a,b,c 群（Ｆ（2，157）＝ 3.458，p ＜ .05）で主効果がみられ
た。Tukey HSD を用いた多重比較によれば，「5 授業展開」の a 群は，教科教育法 GPA が b 群及
び c 群より高い傾向にある（p ＜ .10）。
Ⅲ短期大学部：5 種類の GPA 得点独立に，教育実習評価 7 項目それぞれのａ群・ｂ群・ｃ群に
ついて一元配置の分散分析を行った。
共通教育科目 GPA では教育実習 7 項目のうち，「1 教職に対する自覚」a,b,c 群（Ｆ（2，62）
＝ 4.245，p ＜ .05），教職科目 GPA では ｢4 教材研究」a,b,c 群（Ｆ（2，62）＝ 8.099，p ＜ .01），
全科目累積 GPA では ｢4 教材研究」a,b,c 群（Ｆ（2,62）＝ 4.518，p ＜ .05），教職科目 GPA で
は ｢7 事務・実務能力」a,b,c 群（Ｆ（2，62）＝ 3.610，p ＜ .05）で主効果がみられた。Tukey 
HSD を用いた多重比較によれば，「1 教職に対する自覚」の a 群は c 群より共通教育科目の GPA
が高い（p ＜ .05）。「4 教材研究」の a 群は b 群より全科目累積 GPA が高い（p ＜ .05）。また，「4
教材研究」の a 群は b 群及び c 群より教職科目 GPA が高い（p ＜ .05）。「7 事務・実務能力」の a
群は c 群より共通教育科目 GPA が高い（p ＜ .05）。また，「7 事務・実務能力」のａ群及び b 群は，
c 群より教職科目 GPA が高い（p ＜ .05）。
つぎに，5 種類の GPA と教育実習評価 7 項目間のピアソンの積率相関係数を算出し，言語文化
学科の結果は表 8，子ども発達教育学科の結果は表 9，短期大学部の結果は表 10 に示した。
この表 8 から，言語文化学科においては，「4 教材研究」と全科目累積 GPA との間だけに正の相
関が認められた。他はすべて有意な相関はみられなかった。
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表 8　言語文化学科の GPAと教育実習の相関係数
GPA
教育実習評価科目
1教職に対す
る自覚
2生徒ひとり
ひとりの価
値の尊重
3他者の理解
と自己の変
革
4教材研究 5授業展開
6生徒の集団
活動の把握
と指導
7事務 ･実務
能力
総合評価
全 科 目 累 積 GPA -.107 -.113 -.188 .429* .243 .060 .209 .109
共通教育科目 GPA -.283 -.156 -.155 .277 .200 -.076 .018 .101
教 科 科 目 GPA -.043 .031 -.109 .316 .285 .171 .298 .047
教 科 教 育 法 GPA -.118 -.129 -.034 .152 -.025 .058 -.038 .217
教 職 科 目 GPA .031 -.280 -.040 .208 .275 .206 .138 .033
**p ＜ .01 *p ＜ .05
子ども発達教育学科においては表 9 に示した通り，「5 授業展開」と教科教育法との間，「7 事務・
実務能力」と教職科目との間，「総合評価」と教科教育法及び教職科目の間で低い正の相関がみら
れた。しかし，「1 教職に対する自覚」と教職科目との間，「3 他者の理解と自己の変革」と教科教
育法との間，「4 教材研究」と教科教育法・教職科目との間，「総合評価」と全科目累積との間では，
ほとんど相関がみられなかった。
表 9　子ども発達教育学科の GPAと教育実習の相関係数
GPA
教育実習評価科目
1教職に対す
る自覚
2生徒ひとり
ひとりの価
値の尊重
3他者の理解
と自己の変
革
4教材研究 5授業展開
6生徒の集団
活動の把握
と指導
7事務 ･実務
能力
総合評価
全 科 目 累 積 GPA .071 .013 .092 .116 .140 -.003 .117 .168*
共通教育科目 GPA -.011 .023 -.025 .030 .127 -.020 .108 .112
教 科 科 目 GPA .002 -.025 .033 .069 .063 -.003 .003 .134
教 科 教 育 法 GPA .143 .086 .175* .193* .217** .005 .146 .263**
教 職 科 目 GPA .160* .006 .155 .167* .152 .080 .204** .225**
**p ＜ .01 *p ＜ .05
短期大学部においては表 10 に示したように，「4 教材研究」と教職科目との間に正の相関がみら
れた。また，「1 教職に対する自覚」と共通教育科目・教科教育法との間，「4 教材研究」と全科目累積・
共通教育科目・教科教育法との間，「総合評価」と全科目累積・共通教育科目・教職科目との間に
低い正の相関がみられた。
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表 10　短期大学部の GPAと教育実習の相関係数
GPA
教育実習評価科目
1教職に対す
る自覚
2生徒ひとり
ひとりの価
値の尊重
3他者の理解
と自己の変
革
4教材研究 5授業展開
6生徒の集団
活動の把握
と指導
7事務 ･実務
能力
総合評価
全 科 目 累 積 GPA .236 .138 .013 .357** .068 .049 .231 .284*
共通教育科目 GPA .338** .070 .184 .279* .097 .174 .240 .319**
教 科 科 目 GPA .057 .152 .001 .184 -.032 -.009 .098 .164
教 科 教 育 法 GPA .271* .045 .050 .251* .173 .170 .221 .139
教 職 科 目 GPA .207 .230 .039 .455** .172 .085 .238 .364**
**p ＜ .01 *p ＜ .05
考察
分析にあたり，学科別と全体で 7 つの教育実習評価下位項目の平均値（標準偏差）を出し，本学
の教育実習生の評価の特徴を調べた。その結果，「5 授業展開」が最も低く，3 学科間では，言語文
化学科が最も低い。続いて低いのは，「4 教材研究」「7 事務・実務能力」であることが分かった。今後，
どの学科とも，教育実習に行く前に，教育実習の中心ともいえる「授業力」をつけるための工夫を
様々な角度から考えるべきである。
そこで，過去 4 年間の本学教職学生の 5 種類の GPA と教育実習総合評価及び 7 つの下位項目評
価との関係を分析した。分析結果は，学科別と全体で示したが，5 種類の GPA と教育実習評価の
関係は，学科によって異なるものの，傾向はほぼ同様である。
まず，5 種類の GPA（共通教育科目・教科科目・教科教育法・教職科目・全科目）と，教育実習
総合評価との関係結果から分かったことは，学科によって違いがあり，次のように整理した。
3 つの学科の内，言語文化学科は中学校・高等学校（国語と英語）での教育実習であるが，科目
すべての GPA において，教育実習総合評価との相関はなく，また，教育実習評価Ａ・Ｂ・ＣＤの
学生たちの間に，差は見られなかった。これに関する考察は，さらに詳細なデータによる分析が必
要である。
子ども発達教育学科は，小学校での教育実習である。総合評価との相関は，教科教育法と教職科
目において低い正の相関が認められる。また，共通教育科目・教科教育法・教職科目・全科目の
GPA において，教育実習評価Ａの学生はＢ及びＣＤの学生より高いことがわかった。教科に関す
る科目は相関も有意差も見られなかった。このことから，子ども発達教育学科の学生は，4 年間の
大学での学修が，特に共通教育科目・教科教育法・教職科目において，教育実習に有効に結びつき，
学修が身についている学生ほど教育実習評価もよいことがわかる。
短期大学部は少数であるため，美術と家庭（総合生活デザイン学科）をあわせて分析しているが，
中学校での教育実習である。総合評価とは，共通教育科目・教職科目・全科目の GPA において，
低い正の相関が認められる。また，この共通教育科目・教職科目・全科目・教科教育法 GPA にお
いて，教育実習評価Ａの学生はＢの学生やＣＤの学生より高いことが分かった。教科科目は相関も
有意差も見られなかった。このことから，短期大学部の学生も 2 年間の大学での学修が教育実習に
有効に結びつき，大学の授業を十分に達成している学生ほど教育実習の評価が高い。
子ども発達教育学科と短期大学部（美術科・総合生活デザイン学科）において，教科科目 GPA
と教育実習総合評価との関係が認められなかったのは，教科科目の学びが直接教職と結びついてい
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ることへの意識が学生に薄いためと考えられるが，本学学生の弱点ともいえるようで，教科専門の
力量こそしっかりと身につけて，教育実習に取り組むべきである。
次に，5 種類の GPA（共通教育科目・教科科目・教科教育法・教職科目・全科目）と 7 つの教育
実習評価下位項目との相関を分析した。
言語文化学科は，全科目累積 GPA と「4 教材研究」に正の相関が認められた。大学の学びを達
成しているものほど，「4 教材研究」の評価が高いことから，教材研究は専門的知識を必要とする
ことであり，大学での十分な準備をして初めて教壇に立てるともいえる。
子ども発達教育学科は，教科教育法と「5 授業展開」に低い正の相関が認められた。教職科目と，「7
事務・実務能力」それぞれに低い正の相関が認められた。大学での教科教育法は授業づくりに直結
するものであり，事前に学習指導案を作成する能力や模擬授業をする能力を演習しながら伸ばすこ
とが良い評価につながっている。
短期大学部（美術・家庭）は，共通教育科目と「1 教職に対する自覚」「4 教材研究」それぞれに
低い正の相関が認められた。教科教育法と「1 教職に対する自覚」「4 教材研究」にそれぞれ低い正
の相関が認められた。教職科目は，「4 教材研究」と正の相関が認められた。全科目累積は，「4 教
材研究」に低い正の相関が認められた。教科科目を除きすべての授業科目で，大学授業の評価が良
いほど，教育実習評価もよい。
このことから，全体としては，7 つの教育実習評価下位項目の中で，共通教育科目・教科教育法・
教職科目 GPA の高い学生ほど，「4 教材研究」「1 教職に対する自覚」「5 授業展開」「7 事務・実務
能力」の評価が高いと言える。また，教科科目との相関は 7 つの教育実習評価下位項目においても，
認められなかったことから，全学科の教職学生は，今後教科科目への一層の学びや取り組みが必要
であろう。
なお，5 つの GPA 同士の相関（学科別）については，子ども発達教育学科は，すべての GPA に
正の相関があった。言語文化学科は教科教育法以外のすべてに正の相関が認められた。短期大学部
は，ほぼすべての GPA に正の相関がみられた。
最後に，米沢（2010）・西尾・安達（2015）によると，教育実習評価と教師効力感は関係が深いとし，
教職の基盤を培うことになった事柄の一つとして「教育実習」を指摘している。教職を目指す学生
にとって，教育実習での経験は，どんな教師になるか，どんな学びが足りないか，きわめて重要な
分岐点となる。教育実習で有効な学びをさせるような十分な能力や自信を持たせて，教育実習で成
功体験を積むことが，まずは，教員養成の第一歩といえる。授業科目において得られた多様な知識・
技能は，教育実習という実践の中で統合される。本論文では，本学で教職を志す学生が，日頃の大
学授業をどのように学修し，そのことが教育実習の評価とどのように関係しているかを分析した。
学科によって詳細な状況は異なるが，概して，学業 GPA と教育実習評価数値は，正の関係があり，
大学でしっかり学修し良い成績を修めている学生は，教職の基礎基本を身につけ，まじめに取り組
むことで，教育実習の評価もよい結果を得ていると考えられる。教職学生の教育実習への不安は大
きいが，日々の授業を達成することがまずは成功への道であること，また，教員養成に携わる教員は，
教育実習で良い結果を導き出せるようなさらなる授業の構築が必要であろう。そして，今後一層求
められる資質能力を培うためにも，効果的な教育実習指導を行うための授業（授業外学習も視野に
入れた）を中心とする教職課程プログラムの検討と再構築が必要であろう。
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